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(57)【要約】
【課題】ドレン排水口へのドレンホースの取り付け作業
及びドレン排水口からのドレンホースの取り外し作業を
容易に行うことができるドレン水排水機構を提供する。
【解決手段】ドレン水排水機構１の室内機側継手部１０
は、ドレン排水口２に取り付けられる第１継手部材２０
と、横管３１及び縦管３２を有し、ドレンホース４に取
り付けられる第２継手部材３０とが組み付けられてなる
。第１継手部材２０及び第２継手部材３０には、第１継
手部材２０及び第２継手部材３０を着脱可能とする一対
の挿抜部４０が第１継手部材２０及び第２継手部材３０
と一体に設けられ、一対の挿抜部４０は、縦管３２が延
びる方向において互いに対向するように位置し、一対の
挿抜部４０の少なくとも一方には、第１継手部材２０と
第２継手部材３０とを係止する係止機構４１が挿抜部４
０と一体に設けられている。
【選択図】　図３
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　空気調和機における室内機（ＩＵ）のドレン排水口（２）とドレン排水管（３）とに継
手部（６，１０）を介して可撓性のドレンホース（４）が着脱自在に取り付けられるドレ
ン水排水機構（１）であって、
　前記継手部（６，１０）のうちの前記ドレン排水口（２）と前記ドレンホース（４）と
を接続する室内機側継手部（１０）は、前記ドレン排水口（２）に取り付けられる第１継
手部材（２０）と、前記ドレンホース（４）に取り付けられる第２継手部材（３０）とが
組み付けられてなり、
　前記第２継手部材（３０）は、前記第１継手部材（２０）が延びる方向に延びる横管（
３１）と、前記横管（３１）から前記ドレンホース（４）に向けて立ち上がる縦管（３２
）とを有し、
　前記第１継手部材（２０）及び前記第２継手部材（３０）には、前記第１継手部材（２
０）及び前記第２継手部材（３０）を着脱可能とする一対の挿抜部（４０）が前記第１継
手部材（２０）及び前記第２継手部材（３０）と一体に設けられ、
　前記一対の挿抜部（４０）は、前記縦管（３２）が延びる方向において互いに対向する
ように位置し、
　前記一対の挿抜部（４０）の少なくとも一方には、前記第１継手部材（２０）と前記第
２継手部材（３０）とを係止する係止機構（４１）が前記挿抜部（４０）と一体に設けら
れている
　ことを特徴とするドレン水排水機構。
【請求項２】
　前記第１継手部材（２０）は、前記第２継手部材（３０）に挿入され、
　前記第１継手部材（２０）の外周部には、前記第１継手部材（２０）が前記第２継手部
材（３０）に挿入されたときに前記第１継手部材（２０）の外周部と前記第２継手部材（
３０）の内周部との間の隙間を埋めるシール部材（１１）が取り付けられ、
　前記シール部材（１１）は、前記第１継手部材（２０）と前記第２継手部材（３０）と
が組み付けられるときに前記係止機構（４１）による係止よりも先に前記第２継手部材（
３０）に挿入される
　ことを特徴とする請求項１に記載のドレン水排水機構。
【請求項３】
　前記第１継手部材（２０）は、前記ドレン排水口（２）側の開口端部を形成し、前記ド
レン排水口（２）が挿入可能な第１内径（Ｄ１）を有する第１挿入部（２１ａ）と、前記
第１挿入部（２１ａ）に対して前記第２継手部材（３０）側に設けられ、前記第１内径（
Ｄ１）よりも小さい第２内径（Ｄ２）を有し、前記ドレン排水口（２）が挿入可能な第２
挿入部（２１ｂ）とを有し、
　前記第１継手部材（２０）の前記挿抜部（４０，３４Ｘ）は、前記第１挿入部（２１ａ
）に設けられ、
　前記シール部材（１１）は、前記第１継手部材（２０）において前記第２挿入部（２１
ｂ）側の開口端部（２２）に取り付けられている
　ことを特徴とする請求項２に記載のドレン水排水機構。
【請求項４】
　前記係止機構（４１）は、前記第１継手部材（２０）及び前記第２継手部材（３０）の
一方に設けられた係止孔（２４Ｘ）の周縁をなす係止面（２４ａ）と、前記第１継手部材
（２０）及び前記第２継手部材（３０）の他方に設けられ、前記係止孔（２４Ｘ）に挿入
されて前記横管（３１）が延びる方向において前記係止面（２４ａ）と係止する係止爪（
３４ｂ）とを有し、
　前記室内機側継手部（１０）の周方向において、前記係止孔（２４Ｘ）の長さは、前記
係止爪（３４ｂ）の長さよりも長い
　ことを特徴とする請求項１～３のいずれか一項に記載のドレン水排水機構。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、空気調和機の室内機において発生したドレン水を室内機の外部に排水するた
めのドレン水排水機構に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、天井裏等に設置された室内機は、天井裏等に設けられた梁を跨ぐように、室内機
のドレン排水口から上方に立ち上げられた後に水平方向に延びる配管やホースによって、
室外に繋がるドレン排水管に接続されている。これにより、室内機において発生したドレ
ン水は、ドレン排水口から配管やホースを経てドレン排水管に排水される。
【０００３】
　このような室内機とドレン排水管との接続構造であるドレン水排水機構の一例として、
例えば特許文献１には、室内機のドレン排水口とドレン排水管とに継手部を介して着脱自
在な状態でドレンホースを取り付ける接続構造が開示されている。この接続構造において
、継手部は、ドレン排水口に取り付けられる第１継手部材とドレンホースに取り付けられ
る第２継手部材とが着脱自在に取り付けられ、係止具により第１継手部材と第２継手部材
とが固定された構成である。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１５－１０５７８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　ところで、特許文献１の係止具を用いた第１継手部材及び第２継手部材の係止構造では
、例えば天井裏に設置された室内機とドレン排水管とを接続するドレン水排水機構の場合
、ドレンホースの取り付け作業が天井裏の暗い場所で行われるため、係止具のような小さ
い部品が第１継手部材及び第２継手部材から脱落したときに係止具を探すことが難しい。
また、作業者が第１継手部材及び第２継手部材を組み付ける場合、第１継手部材及び第２
継手部材を連結した後、係止具でこれら継手部材を係止する。一方、作業者が第１継手部
材及び第２継手部材を分離する場合、これら継手部材から係止具を取り外した後、第１継
手部材及び第２継手部材を分離する。このように、特許文献１の係止具を用いた第１継手
部材及び第２継手部材の係止構造では、ドレン排水口へのドレンホースの取り付け作業及
びドレン排水口からのドレンホースの取り外し作業が煩雑となってしまう。
【０００６】
　本発明は、このような事情に鑑みてなされたものであって、ドレン排水口へのドレンホ
ースの取り付け作業及びドレン排水口からのドレンホースの取り外し作業を容易に行うこ
とができるドレン水排水機構を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　この課題を解決するドレン水排水機構は、空気調和機における室内機のドレン排水口と
ドレン排水管とに継手部を介して可撓性のドレンホースが着脱自在に取り付けられるドレ
ン水排水機構であって、前記継手部のうちの前記ドレン排水口と前記ドレンホースとを接
続する室内機側継手部は、前記ドレン排水口に取り付けられる第１継手部材と、前記ドレ
ンホースに取り付けられる第２継手部材とが組み付けられてなり、前記第２継手部材は、
前記第１継手部材が延びる方向に延びる横管と、前記横管から前記ドレンホースに向けて
立ち上がる縦管とを有し、前記第１継手部材及び前記第２継手部材には、前記第１継手部
材及び前記第２継手部材を着脱可能とする一対の挿抜部が前記第１継手部材及び前記第２
継手部材と一体に設けられ、前記一対の挿抜部は、前記縦管が延びる方向において互いに
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対向するように位置し、前記一対の挿抜部の少なくとも一方には、前記第１継手部材と前
記第２継手部材とを係止する係止機構が前記挿抜部と一体に設けられている。
【０００８】
　この構成によれば、係止機構が設けられた挿抜部が第１継手部材及び第２継手部材と一
体に設けられることにより、第１継手部材及び第２継手部材とは個別に設けられた係止具
が脱落する虞がなくなる。また第１継手部材及び第２継手部材を組み付ける場合、第１継
手部材及び第２継手部材を互いに連結するのみの作業であり、第１継手部材及び第２継手
部材を分離する場合、係止機構を外しながら第１継手部材及び第２継手部材を分離するの
みの作業である。したがって、ドレン排水口へのドレンホースの取り付け作業及びドレン
排水口からのドレンホースの取り外し作業を容易に行うことができる。
【０００９】
　また、上記ドレン水排水機構において、前記第１継手部材は、前記第２継手部材に挿入
され、前記第１継手部材の外周部には、前記第１継手部材が前記第２継手部材に挿入され
たときに前記第１継手部材の外周部と前記第２継手部材の内周部との間の隙間を埋めるシ
ール部材が取り付けられ、前記シール部材は、前記第１継手部材と前記第２継手部材とが
組み付けられるときに前記係止機構による係止よりも先に前記第２継手部材に挿入される
ことが好ましい。
【００１０】
　この構成によれば、シール部材が第２継手部材に挿入されることにより、第１継手部材
が第２継手部材に対して傾いて挿入されることが抑制される。そして第１継手部材が第２
継手部材に対して傾いていない状態で係止機構が係止される。したがって、第１継手部材
及び第２継手部材をさらに容易に組み付けることができる。
【００１１】
　また、上記ドレン水排水機構において、前記第１継手部材は、前記ドレン排水口側の開
口端部を形成し、前記ドレン排水口が挿入可能な第１内径を有する第１挿入部と、前記第
１挿入部に対して前記第２継手部材側に設けられ、前記第１内径よりも小さい第２内径を
有し、前記ドレン排水口が挿入可能な第２挿入部とを有し、前記第１継手部材の前記挿抜
部は、前記第１挿入部に設けられ、前記シール部材は、前記第１継手部材において前記第
２挿入部側の開口端部に取り付けられていることが好ましい。
【００１２】
　この構成によれば、異なる２種類の外径を有するドレン排水口に対して同一の室内機側
継手部が接続可能となる。そして挿抜部が第１挿入部に設けられ、シール部材が第１継手
部材における第２挿入部側の開口端部に取り付けられることにより、第１継手部材が延び
る方向において、挿抜部とシール部材との間の距離を大きく取ることができる。これによ
り、第１継手部材と第２継手部材とが組み付けられるときに係止機構による係止よりも先
にシール部材が第２継手部材に挿入される構造を取っても、第１継手部材の大型化を抑制
することができる。
【００１３】
　また、上記ドレン水排水機構において、前記係止機構は、前記第１継手部材及び前記第
２継手部材の一方に設けられた係止孔の周縁をなす係止面と、前記第１継手部材及び前記
第２継手部材の他方に設けられ、前記係止孔に挿入されて前記横管が延びる方向において
前記係止面と係止する係止爪とを有し、前記室内機側継手部の周方向において、前記係止
孔の長さは、前記係止爪の長さよりも長いことが好ましい。
【００１４】
　この構成によれば、第１継手部材の周方向の位置と第２継手部材の周方向の位置とを精
密に合わせることなく、第１継手部材及び第２継手部材を組み付けることができる。した
がって、第１継手部材及び第２継手部材の組み付けがさらに容易となる。
【発明の効果】
【００１５】
　上記ドレン水排水機構によれば、ドレン排水口へのドレンホースの取り付け作業及びド
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レン排水口からのドレンホースの取り外し作業を容易に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】（ａ）空気調和機の室内機のドレン排水口及びドレン排水管に接続されたドレン
水排水機構の一実施形態の側面図、（ｂ）上記（ａ）の室内機及びドレン排水管とドレン
水排水機構との平面図。
【図２】図１のドレン水排水機構の分解斜視図。
【図３】図２のドレン水排水機構において、室内機側継手部を分解した状態のドレン排水
口、室内機側継手部及びドレン排水管の分解斜視図。
【図４】（ａ）図３の室内機側継手部における第１継手部材の正面図、（ｂ）上記（ａ）
の４ｂ－４ｂ線で切った第１継手部材の断面図。
【図５】（ａ）図３の室内機側継手部における第２継手部材の平面図、（ｂ）上記（ａ）
の第２継手部材の側面図、（ｃ）上記（ｂ）の第２継手部材の一部を拡大した拡大図。
【図６】（ａ）室内機側継手部の正面図、（ｂ）上記（ａ）の６ｂ－６ｂ線で切った室内
機側継手部の断面図、（ｃ）上記（ｂ）の係止機構を拡大した拡大図。
【図７】第１継手部材及び第２継手部材が組み付けられる様子を示した室内機側継手部の
断面図。
【図８】室内機側継手部にドレン排水口及びドレンホースが組み付けられた状態の側面図
。
【図９】変形例のドレン水排水機構において、ドレンホースが接続された排水管側継手部
とドレン排水管との分解斜視図。
【図１０】別の変形例のドレン水排水機構において、（ａ）第１継手部材及び第２継手部
材が分離した状態の断面図、（ｂ）第１継手部材及び第２継手部材が組み付けられた状態
の断面図。
【図１１】さらに別の変形例のドレン水排水機構における室内機側継手部の側面図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、ドレン水排水機構の一実施形態について、図面を参照しつつ説明する。本実施形
態のドレン水排水機構１は、天井埋込型や天井吊型のような高所設置型の空気調和機の室
内機ＩＵのドレン排水口２から排水されるドレン水をドレン排水管３に排水する。なお、
以下の説明において、ドレン水がドレン排水口２からドレン排水管３に向けて流れる方向
を「水流通方向Ｗ」と称する場合がある。また、以下のドレン水排水機構１の説明におい
て方向を示す場合は、図１に示すようなドレン水排水機構１により室内機ＩＵ及びドレン
排水管３が接続された場合の各方向を用いる。
【００１８】
　図１（ａ）に示すように、ドレン水排水機構１は、可撓性を有するドレンホース４を備
える。ドレンホース４は、天井スラブＣから垂下したホース支持具５によりドレンホース
４の一部がドレン排水口２よりも所定の高さ分だけ上方に位置するように支持されている
。ドレンホース４のドレン排水口２側の端部は、室内機側継手部１０を介してドレン排水
口２と接続され、ドレンホース４のドレン排水管３側の端部は、排水管側継手部６を介し
てドレン排水管３と接続されている。
【００１９】
　図１（ｂ）に示すように、ドレン排水口２は、室内機ＩＵにおける熱交換器（図示略）
等を収容した箱状のハウジングＨの四隅に形成された面取り部分のうちの１つの面取り部
分に接続されている。そしてドレン排水口２に接続されるドレン水排水機構１は、室内機
ＩＵの横方向Ｘに向けて延びている。
【００２０】
　図２に示すように、ドレン水排水機構１は、Ｌ字状（所謂エルボタイプ）の室内機側継
手部１０により、横方向Ｘに延びるドレン排水口２と、上下方向Ｙに延びるドレンホース
４のドレン排水口２側の部分とを接続している。またドレン水排水機構１は、Ｌ字状（所



(6) JP 2017-146082 A 2017.8.24

10

20

30

40

50

謂エルボタイプ）の排水管側継手部６により、横方向Ｘに延びるドレン排水管３と、上下
方向Ｙに延びるドレンホース４のドレン排水管３側の部分とを接続している。このように
、本実施形態では、室内機側継手部１０と排水管側継手部６とは同様の構成である。
【００２１】
　図２及び図３に示すように、室内機側継手部１０は、ドレン排水口２に取り付けられる
第１継手部材２０と、ドレンホース４に取り付けられる第２継手部材３０とが着脱自在に
組み付けられている。
【００２２】
　図３に示すように、第１継手部材２０は、横方向Ｘに延びる流路管部２１と、流路管部
２１から第２継手部材３０側に向けて延びる延長管部２２と、延長管部２２の外周部に設
けられた取付部２３と、流路管部２１におけるドレン排水口２側に設けられたフランジ２
４とが一体に形成されている。このような一体形成の方法として、例えば第１継手部材２
０は樹脂材料を用いた射出成型により形成されている。
【００２３】
　第２継手部材３０は、横方向Ｘ（第１継手部材２０が延びる方向）に延びる横管３１と
、横管３１から立ち上がる縦管３２と、縦管３２における上方の開口端部側に設けられ、
ドレンホース４が接続されるホース接続部３３と、横管３１からドレン排水口２側に向け
て延びる一対の係止部３４Ｘとが一体に形成されている。このような一体形成の方法とし
て、例えば第２継手部材３０は樹脂材料を用いた射出成型により形成されている。
【００２４】
　このような第１継手部材２０及び第２継手部材３０の詳細な構成について図４及び図５
を用いて説明する。
　図４（ｂ）に示すように、第１継手部材２０の流路管部２１は、横方向Ｘに貫通する貫
通孔が形成されている。この貫通孔は、ドレン水が流通する通路を含む。流路管部２１は
、ドレン排水口２が挿入可能な第１内径Ｄ１を有する貫通孔を構成する第１挿入部２１ａ
と、第１内径Ｄ１よりも小さい第２内径Ｄ２を有する貫通孔を構成し、ドレン排水口２が
挿入可能な第２挿入部２１ｂとを有する。第１挿入部２１ａはドレン排水口２（図３参照
）側の開口端部を形成し、第２挿入部２１ｂは第１挿入部２１ａに対して水流通方向Ｗの
下流側（第２継手部材３０側（図３参照））に設けられている。
【００２５】
　第１挿入部２１ａの通路と第２挿入部２１ｂの通路との境界部分には、水流通方向Ｗの
下流側に向けて縮径する段形状となる第１位置決め部２１ｃが形成されている。第１内径
Ｄ１に等しい外径を有するドレン排水口（図示略）が流路管部２１に挿入されたとき、ド
レン排水口が第１位置決め部２１ｃと接触することにより、流路管部２１に対するドレン
排水口の位置が決められる。
【００２６】
　第２挿入部２１ｂの通路における水流通方向Ｗの下流側の部分には、水流通方向Ｗの下
流側に向けて縮径する段形状となる第２位置決め部２１ｄが形成されている。第２内径Ｄ
２に等しい外径を有するドレン排水口（本実施形態のドレン排水口２）が流路管部２１に
挿入されたとき、ドレン排水口２が第２位置決め部２１ｄと接触することにより、流路管
部２１に対するドレン排水口２の位置が決められる。このように、流路管部２１は、異な
る２種類の外径を有するドレン排水口に対して、ドレン排水口とドレンホース４（図３参
照）とを接続可能となる。
【００２７】
　第１継手部材２０における水流通方向Ｗの下流側の開口端部を構成する延長管部２２は
、第２挿入部２１ｂから水流通方向Ｗの下流側に延長されている。延長管部２２において
ドレン水が流通する通路は、水流通方向Ｗの下流側に向けて拡径している。
【００２８】
　延長管部２２の外周部に設けられた取付部２３は、横方向Ｘに間隔を置いて形成された
一対の円環壁部からなる。この一対の円環壁部の間には、円環状のシール部材の一例であ
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るＯリング１１が取り付けられている。
【００２９】
　また、流路管部２１の外周部には、フランジ２４が設けられている。フランジ２４は、
第１挿入部２１ａにおける第２挿入部２１ｂ側の端部に設けられている。なお、第１挿入
部２１ａの外径は第２挿入部２１ｂの外径よりも大きい。このため、流路管部２１の外周
部は、第１挿入部２１ａと第２挿入部２１ｂとの境界部分において段形状となる。
【００３０】
　図４（ａ）に示すように、フランジ２４は横方向Ｘから見て円環状をなす。フランジ２
４には、その周方向に延びる一対の係止孔２４Ｘが形成されている。一対の係止孔２４Ｘ
は、上下方向Ｙにおいて互いに対向している。フランジ２４の外周部には、横方向Ｘから
見て円環状をなす外周壁２５が設けられている。図４（ｂ）に示すように、外周壁２５は
、フランジ２４から水流通方向Ｗの上流側に向けて立ち上がる。
【００３１】
　フランジ２４の径方向において、一対の係止孔２４Ｘと外周壁２５との間には、係止面
２４ａが設けられている。係止面２４ａは、径方向外側に向かうにつれて水流通方向Ｗの
下流側に傾斜する傾斜面である。
【００３２】
　図５（ｂ）における破線により示すように、第２継手部材３０には、横管３１及び縦管
３２に亘って貫通する貫通孔が形成されている。この貫通孔は、ドレン水が流通する通路
となる。図５（ｂ）に示すように、第２継手部材３０の横管３１は、第２継手部材３０に
おける水流通方向Ｗの上流側の開口端部を構成する第１管部３１ａと、第１管部３１ａと
縦管３２とを連結する第２管部３１ｂとを有する。第１管部３１ａには、第１継手部材２
０（図４参照）が挿入される。第２管部３１ｂの通路の断面積は、第１管部３１ａの通路
の断面積よりも小さく、縦管３２の通路の断面積と等しい。このため、第１管部３１ａと
第２管部３１ｂとの境界部分には、段差部３１ｃが設けられている。
【００３３】
　横管３１における水流通方向Ｗの上流側の開口端部には、水流通方向Ｗの上流側に延び
る一対の係止部３４Ｘが設けられている。
　一対の係止部３４Ｘは、縦管３２の立ち上がり方向（本実施形態では上下方向Ｙ）にお
いて互いに対向している。また、一対の係止部３４Ｘは、第１管部３１ａの開口端部から
水流通方向Ｗの上流側に向けて延びている。詳しくは、一対の係止部３４Ｘは、水流通方
向Ｗの上流側に向かうにつれて互いに離れる方向に傾斜して延びている。
【００３４】
　係止部３４Ｘは、第１管部３１ａの開口端部から延びるアーム３４ａと、アーム３４ａ
の先端部に形成された係止爪３４ｂとを有する。係止爪３４ｂは、上下方向Ｙにおいてア
ーム３４ａの外側に突出するように形成されている。図５（ｃ）に示すように、係止爪３
４ｂは、アーム３４ａが延びる方向と平行する平坦部３４ｃと、平坦部３４ｃから先端に
向かうにつれて厚さが薄くなる傾斜部３４ｄとを有する。平坦部３４ｃにおける基端側端
面を構成する係止端面３４ｅは、横管３１の径方向外側に向かうにつれて水流通方向Ｗの
下流側に向けて傾斜している。
【００３５】
　縦管３２は、円筒状であり、第２管部３１ｂから上方に延びている。縦管３２の上端部
にはホース接続部３３が設けられている。図５（ａ）に示すように、ホース接続部３３は
、縦管３２の外周部において縦管３２と同心円状に形成されている。ホース接続部３３に
は、ドレンホース４の端部が挿入可能な円環状の収容部３３ａが設けられている。図５（
ｂ）に示すように、ホース接続部３３の一部は、横管３１の第１管部３１ａの上端部と接
続されている。
【００３６】
　このような構成の室内機側継手部１０には、図６に示すように、第１継手部材２０と第
２継手部材３０とを着脱可能とするための一対の挿抜部４０が設けられている。
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　図６（ｂ）に示すように、一対の挿抜部４０は、第１継手部材２０のフランジ２４に設
けられた一対の係止孔２４Ｘと、第２継手部材３０の横管３１に設けられた一対の係止部
３４Ｘとからなる。すなわち、一対の挿抜部４０は、上下方向Ｙ（縦管３２が延びる方向
）において互いに対向するように位置し、第１継手部材２０及び第２継手部材３０と一体
に設けられている。一対の挿抜部４０のそれぞれには、第１継手部材２０と第２継手部材
３０とを係止するための係止機構４１が設けられている。係止機構４１は、係止孔２４Ｘ
の外周縁をなす係止面２４ａと、係止部３４Ｘの係止爪３４ｂとからなる。すなわち、係
止機構４１は、挿抜部４０と一体に設けられている。一対の挿抜部４０は、係止部３４Ｘ
が係止孔２４Ｘに挿入され、係止爪３４ｂが係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａに
係止されることにより第１継手部材２０と第２継手部材３０とを係止する。一方、一対の
挿抜部４０（係止機構４１）は、係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａから係止部３
４Ｘの係止爪３４ｂの係止が解除されることにより第１継手部材２０と第２継手部材３０
とが互いに外される。
【００３７】
　図６（ｃ）に示すように、第１継手部材２０と第２継手部材３０とが組み付けられたと
き、係止部３４Ｘの平坦部３４ｃがフランジ２４の外周壁２５に接触している。また、図
６（ｂ）に示すとおり、第１継手部材２０の延長管部２２が第２継手部材３０の第１管部
３１ａ及び第２管部３１ｂの境界部分に接触した状態において、図６（ｃ）に示すとおり
、係止爪３４ｂの係止端面３４ｅと係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａとの横方向
Ｘの間には隙間が形成されている。そして、第１継手部材２０及び第２継手部材３０が横
方向Ｘに相対移動するとき、横方向Ｘ（横管３１が延びる方向）において係止部３４Ｘの
係止端面３４ｅが係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａに接触することにより、第１
継手部材２０と第２継手部材３０とが係止されている。これにより、第１継手部材２０及
び第２継手部材３０の横方向Ｘの相対移動が制限される。
【００３８】
　図６（ａ）に示すように、室内機側継手部１０の周方向すなわちフランジ２４の周方向
において、一対の係止孔２４Ｘのそれぞれの長さは、一対の係止部３４Ｘのそれぞれの長
さよりも長い。本実施形態では、フランジ２４の周方向において、係止孔２４Ｘの長さは
、係止部３４Ｘの長さの２倍以上である。一対の係止孔２４Ｘは、フランジ２４が一対の
挿抜部４０による第１継手部材２０と第２継手部材３０との着脱の繰り返しに対して必要
な強度が保つことが可能な範囲において、周方向の長さを長くしている。本実施形態では
、フランジ２４に外周壁２５を設けているため、一対の係止孔２４Ｘの周方向の長さは、
フランジ２４に外周壁２５を設けていない場合よりも長くしている。
【００３９】
　なお、第１継手部材２０と第２継手部材３０とが組み付けられた状態では、第１継手部
材２０の流路管部２１が第２継手部材３０の第１管部３１ａに挿入されている。そして第
１継手部材２０の延長管部２２における水流通方向Ｗの下流側の開口端部が段差部３１ｃ
に接触することにより、第２継手部材３０に対する第１継手部材２０の位置が決められる
。このとき、Ｏリング１１は、圧縮変形（弾性変形）することにより、第１継手部材２０
の外周部と第２継手部材３０の内周部との間の隙間を埋めている。これにより、第１継手
部材２０と第２継手部材３０との間からドレン水が漏れることを抑制している。
【００４０】
　次に、第１継手部材２０及び第２継手部材３０の組み付け作業と、ドレン排水口２とド
レンホース４との接続作業及び分離作業とについて、本実施形態の作用とともに図１～図
３及び図６～図８を用いて説明する。
【００４１】
　図７に示すように、作業者が第１継手部材２０及び第２継手部材３０を組み付けるとき
、第２継手部材３０の第１管部３１ａに第１継手部材２０の流路管部２１における第２挿
入部２１ｂ及び延長管部２２が挿入される。このとき、図７に示すとおり、係止部３４Ｘ
の係止爪３４ｂと係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａとの係止が開始される前に、
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延長管部２２の取付部２３に取り付けられたＯリング１１が第１管部３１ａに圧縮されな
がら挿入される。これにより、第２継手部材３０に対する第１継手部材２０の傾きが抑制
される。このため、第１継手部材２０が第２継手部材３０に対してこじることなく挿入さ
れることにより、係止部３４Ｘが係止孔２４Ｘ内に位置し易くなる。そして、第１継手部
材２０が第２継手部材３０にさらに挿入されることにより、係止部３４Ｘにおける係止爪
３４ｂの傾斜部３４ｄが係止孔２４Ｘの内面に押されて流路管部２１の外周面に向けて係
止部３４Ｘが弾性変形する。これにより、係止部３４Ｘの係止爪３４ｂが係止孔２４Ｘに
挿入し易くなる。
【００４２】
　そして、第１継手部材２０の延長管部２２における水流通方向Ｗの下流側の開口端部が
第２継手部材３０の横管３１における段差部３１ｃに接触するとき、係止部３４Ｘの係止
爪３４ｂが係止孔２４Ｘよりも水流通方向Ｗの上流側（ドレン排水口２側）に位置する。
このとき、係止部３４Ｘは、復元力により第１継手部材２０の外周壁２５に向けて復元す
る。これにより、図６に示すような係止機構４１の係止状態となる。
【００４３】
　そして図３に示すように、ドレン排水口２とドレンホース４との接続作業では、作業者
は、室内機側継手部１０にドレン排水口２を固定する。詳細には、作業者は、室内機側継
手部１０における第１継手部材２０の第２挿入部２１ｂの内面に接着剤を塗布した後、ド
レン排水口２が第２挿入部２１ｂに挿入するようにドレン排水口２に室内機側継手部１０
を取り付ける。これにより、室内機側継手部１０とドレン排水口２とが接着される。一方
、作業者は、室内機側継手部１０にドレンホース４を固定する。詳細には、作業者は、室
内機側継手部１０の第２継手部材３０のホース接続部３３の収容部３３ａにドレンホース
４の一方の開口端部を嵌め合わせる。なお、本実施形態では、第１継手部材２０及び第２
継手部材３０を組み付けた後、ドレン排水口２及びドレンホース４を取り付けたが、第１
継手部材２０にドレン排水口２を取り付け、第２継手部材３０にドレンホース４を取り付
けた後、第１継手部材２０及び第２継手部材３０を組み付けてもよい。
【００４４】
　なお、ドレン排水管３とドレンホース４との接続作業では、作業者は、上述の室内機側
継手部１０における第１継手部材２０及び第２継手部材３０の組み付け作業と同様に、排
水管側継手部６の第１継手部材２０及び第２継手部材３０（ともに図２参照）を組み付け
る。そして、作業者は、排水管側継手部６にドレン排水管３を同様に接着する。以上の作
業により、ドレン排水口２からドレン排水管３にドレン水が流通するようにドレン水排水
機構１が組み立てられる。
【００４５】
　一方、ドレン水排水機構１のメンテナンス等により、作業者がドレン排水口２とドレン
ホース４との分離作業を行うとき、図８の太線矢印により示すように、作業者は、一対の
係止部３４Ｘを流路管部２１の外周面に向けて弾性変形させる。これにより、係止部３４
Ｘの係止爪３４ｂと係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａとの係止が解除された状態
となる。ここで、一対の係止部３４Ｘが第２継手部材３０の縦管３２が立ち上がる方向に
対向して配置されるため、一対の係止部３４Ｘを押さえる作業者の指（図８の二点鎖線）
も縦管３２が立ち上がる方向に配置すればよい。すなわち、図１（ｂ）に示すような室内
機側継手部１０と室内機ＩＵとの狭空間ＳＮに作業者が手（指）を入れる必要がなくなる
。したがって、係止部３４Ｘの係止爪３４ｂと係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａ
との係止の解除作業を容易に行うことができる。
【００４６】
　そして、図８において白抜き矢印により示すように、作業者は、第２継手部材３０を第
１継手部材２０から離れるように横方向Ｘに移動させる。これにより、第１継手部材２０
と第２継手部材３０とが分離される。このとき、第１継手部材２０は、ドレン排水口２に
接着されたままであり、第２継手部材３０はドレンホース４に接続されたままである。こ
のように、作業者が室内機側継手部１０の第１継手部材２０と第２継手部材３０とを分離
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することにより、ドレン排水口２とドレンホース４とが分離される。なお、作業者が排水
管側継手部６の第１継手部材２０と第２継手部材３０（ともに図２参照）とを分離するこ
とにより、ドレン排水管３（図２参照）とドレンホース４とが分離される。このように、
ドレン水排水機構１は、第１継手部材２０及び第２継手部材３０の着脱により、ドレンホ
ース４がドレン排水口２とドレン排水管３とに着脱自在に取り付けられている。
【００４７】
　本実施形態によれば、以下の効果を得ることができる。
　（１）第１継手部材２０及び第２継手部材３０と係止機構４１とが一体に形成されるた
め、第１継手部材２０及び第２継手部材３０とは個別に形成された係止具で第１継手部材
２０及び第２継手部材３０を係止する構成に比べ、係止具を脱落させる虞がなくなる。
【００４８】
　特に、本実施形態のように高所設置型の室内機ＩＵにドレン水排水機構１を取り付ける
場合、天井裏が暗いため、作業者が係止具を天井裏に脱落してしまうと、作業者が係止具
を探すことが困難となり、室内機ＩＵへのドレン水排水機構１の取り付け作業の効率が低
下してしまう。その点、本実施形態では、係止機構４１が第１継手部材２０及び第２継手
部材３０から脱落することがないため、室内機ＩＵへのドレン水排水機構１の取り付け作
業の効率の低下を防ぐことができる。
【００４９】
　また、本実施形態では、第１継手部材２０及び第２継手部材３０を組み付ける場合、第
１継手部材２０及び第２継手部材３０を互いに連結するのみの作業であり、第１継手部材
２０及び第２継手部材３０を分離する場合、係止機構４１を外しながら第１継手部材２０
及び第２継手部材３０を分離するのみの作業である。したがって、上述の係止具を用いて
第１継手部材及び第２継手部材を組み付け及び分離する構成に比べ、ドレン排水口２への
ドレンホース４の取り付け作業及びドレン排水口２からのドレンホース４の取り外し作業
を容易に行うことができる。
【００５０】
　また、縦管３２の立ち上がり方向（上下方向Ｙ）において、一対の係止部３４Ｘが対向
して配置されることにより、第２継手部材３０が、図５（ａ）における一点鎖線をパーテ
ィングラインＰＬとする２個の分離型と、横管３１の通路を形成する横スライドコアと、
縦管３２の通路及びホース接続部３３の収容部３３ａを形成する縦スライドコアとの４つ
の型で射出成型を行うことができる。したがって、簡単な金型構造で第２継手部材３０を
成型することができる。
【００５１】
　また、係止具を用いずに第１継手部材２０及び第２継手部材３０を着脱可能とする構成
として、例えば第１継手部材２０の外周部に雄ねじを設け、この雄ねじと噛み合う雌ねじ
を第２継手部材３０の内周部に設ける構成（以下、「比較構成」）が考えられる。比較構
成では、第１継手部材２０及び第２継手部材３０を第１継手部材２０の流路管部２１の中
心軸線を中心に回転させることにより着脱可能となる。しかし、比較構成では、第１継手
部材２０に対して第２継手部材３０を回転させるため、第２継手部材３０の回転に伴いド
レンホース４が引っ張られてしまい、第１継手部材２０及び第２継手部材３０の分離がで
きない、又は第１継手部材２０及び第２継手部材３０の分離作業がし難くなる。またドレ
ンホース４を第２継手部材３０に取り付けた状態において、第１継手部材２０及び第２継
手部材３０の組み付け作業ができない、又は第１継手部材２０及び第２継手部材３０の組
み付け作業がし難くなる。
【００５２】
　その点、第１継手部材２０及び第２継手部材３０は、横方向Ｘに相対移動させることに
より着脱可能となるため、比較構成に比べ、ドレンホース４を引っ張ることが抑制される
。したがって、第１継手部材２０及び第２継手部材３０の組み付け作業及び分離作業を容
易に行うことができる。
【００５３】
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　（２）第１継手部材２０に取り付けられたＯリング１１が係止機構４１による係止より
も前に、第２継手部材３０の第１管部３１ａに圧縮状態で挿入されることにより、第１継
手部材２０と第２継手部材３０とが互いに傾くことが抑制される。このため、係止機構４
１による係止を円滑に行うことができる。したがって、第１継手部材２０及び第２継手部
材３０を容易に組み付けることができる。
【００５４】
　（３）一対の係止孔２４Ｘが第１挿入部２１ａに設けられ、Ｏリング１１が延長管部２
２に取り付けられることにより、第１継手部材２０が延びる方向（横方向Ｘ）において、
一対の係止孔２４ＸとＯリング１１との間の距離を大きく取ることができる。これにより
、第１継手部材２０と第２継手部材３０とが組み付けられるときに係止機構４１による係
止よりも前にＯリング１１が第２継手部材３０に挿入される構造を取っても、第１継手部
材２０の大型化を抑制することができる。
【００５５】
　（４）室内機側継手部１０の周方向において、係止孔２４Ｘの長さが係止部３４Ｘの係
止爪３４ｂの長さよりも長いことにより、第１継手部材２０の周方向の位置と第２継手部
材３０の周方向の位置とを精密に合わせることなく、第１継手部材２０と第２継手部材３
０とを組み付けることができる。したがって、第１継手部材２０及び第２継手部材３０の
組み付けがさらに容易となる。
【００５６】
　また、係止孔２４Ｘに対して係止部３４Ｘが周方向に移動可能となるため、第１継手部
材２０に対する第２継手部材３０の回転が許容される。これにより、第２継手部材３０を
回転させてドレンホース４の立ち上がりの向きを調整することができる。したがって、横
方向Ｘ及び上下方向Ｙに直交する方向において、ドレン排水口２の位置とホース支持具５
（図１参照）の位置とがずれたとしても、ドレンホース４の立ち上がりの向きを調整する
ことによりドレンホース４に力が加えられることを抑制することができる。またドレンホ
ース４に第２継手部材３０が第１継手部材２０に対して回転する方向に力が作用しても、
第２継手部材３０が第１継手部材２０に対して回転することにより、ドレン排水口２に力
が伝わることが抑制される。
【００５７】
　（５）係止部３４Ｘの係止端面３４ｅが横管３１の径方向外側に向かうにつれて水流通
方向Ｗの下流側に向けて傾斜している。これにより、第１継手部材２０及び第２継手部材
３０が横方向Ｘに相対移動しても、係止部３４Ｘの係止爪３４ｂが係止孔２４Ｘの外周縁
をなす係止面２４ａから抜け難くなる。
【００５８】
　また、係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａが第１継手部材２０の径方向外側に向
かうにつれて水流通方向Ｗの下流側に向けて傾斜している。これにより、第１継手部材２
０及び第２継手部材３０が横方向Ｘに相対移動しても、係止部３４Ｘの係止爪３４ｂが係
止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａから抜け難くなる。
【００５９】
　そしてこれらの構成により、例えばドレンホース４の調整作業により第２継手部材３０
を第１継手部材２０から分離するように横方向Ｘに引っ張られたとしても第１継手部材２
０及び第２継手部材３０が分離することを抑制することができる。
【００６０】
　（６）係止爪３４ｂの係止端面３４ｅと係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面２４ａとの
横方向Ｘの間には隙間が形成可能である。これにより、係止爪３４ｂと係止面２４ａとの
係止の解除作業を容易に行うことができる。
【００６１】
　（変形例）
　上記実施形態に関する説明は、本発明に従うドレン水排水機構が取り得る形態の例示で
あり、その形態を制限することを意図していない。本発明に従うドレン水排水機構は、例
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えば以下に示される実施形態の変形例、及び相互に矛盾しない少なくとも２つの変形例が
組み合わせられた形態を取り得る。
【００６２】
　・排水管側継手部６は、室内機側継手部１０と異なる構成であってもよい。その一例と
して、図９に示すように、排水管側継手部６は、第２継手部材３０から縦管３２を省略し
、横管３１にホース接続部３３を設けた第２継手部材５０が第１継手部材２０と着脱自在
に取り付けられた構成である。このため、図９の排水管側継手部６は、第２継手部材５０
がドレンホース４に接続される一方、第１継手部材２０がドレン排水管７に接続される。
ドレン排水管７は、Ｔ字状の配管（所謂チーズ）であり、複数の室内機に接続されたドレ
ン排水管（ともに図示略）と接続可能である。
【００６３】
　・一対の挿抜部４０のうちの一方の係止機構４１を省略してもよい。その一例として、
図１０（ａ）に示す第２継手部材３０には、下方の係止部３４Ｘに代えて、水流通方向Ｗ
の上流側に延びるアーム３５が設けられている。アーム３５は、下方の係止孔２４Ｘに挿
入される。アーム３５の厚さＴは、第１継手部材２０の径方向における係止孔２４Ｘの内
径ＳＤと等しい。図１０（ｂ）に示すように、第１継手部材２０と第２継手部材３０とが
組み付けられたとき、上方の係止部３４Ｘの係止爪３４ｂ及び上方の係止孔２４Ｘの外周
縁をなす係止面２４ａが係止されることにより第１継手部材２０と第２継手部材３０とが
分離することが抑制される。一方、アーム３５が下方の係止孔２４Ｘに挿入されることに
より、第１継手部材２０と第２継手部材３０とが互いに傾くことが抑制される。
【００６４】
　・一対の挿抜部４０の係止機構４１において、第１継手部材２０側に一対の係止部３４
Ｘが設けられ、第２継手部材３０側に一対の係止孔２４Ｘが設けられてもよい。この場合
、一対の係止部３４Ｘは、例えば第１挿入部２１ａの外周部から水流通方向Ｗの下流側に
向けて延びる。また第２継手部材３０には、フランジ２４が設けられ、そのフランジ２４
に一対の係止孔２４Ｘが設けられる。
【００６５】
　・第１継手部材２０におけるフランジ２４の一対の係止孔２４Ｘの外周縁をなす係止面
２４ａの少なくとも一方は、第１継手部材２０の径方向に沿う平面であってもよい。要す
るに、係止部３４Ｘの係止爪３４ｂと係止面２４ａとが係止可能であれば、係止面２４ａ
は径方向外側に向かうにつれて水流通方向Ｗの下流側に傾斜する面でなくてもよい。
【００６６】
　・一対の係止部３４Ｘの係止端面３４ｅの少なくとも一方は、横管３１の径方向に沿う
平面であってもよい。要するに、係止部３４Ｘの係止爪３４ｂと係止面２４ａとが係止可
能であれば、係止端面３４ｅは径方向外側に向かうにつれて水流通方向Ｗの下流側に傾斜
する面でなくてもよい。
【００６７】
　・延長管部２２の外周部には、複数のＯリング１１が取り付けられてもよい。この場合
、取付部２３の円環壁部の個数は、Ｏリング１１の個数に応じて設定される。
　・第１継手部材２０の流路管部２１から延長管部２２を省略してもよい。この場合、Ｏ
リング１１を取り付けるための取付部２３は、第２挿入部２１ｂにおける水流通方向Ｗの
下流側端部に設けられる。
【００６８】
　・縦管３２の上下方向Ｙの長さ寸法は、任意に設定可能である。例えば、図１１に示す
ように、縦管３２の上下方向Ｙの長さ寸法は、上記実施形態の縦管３２の上下方向Ｙの長
さ寸法よりも長い。このとき、ホース接続部３３は、横管３１の第１管部３１ａに対して
間隔を置いて上方に位置する。
【００６９】
　・ドレン水排水機構は、高所設置型の空気調和機の室内機ＩＵへの適用に限られず、床
置型の空気調和機の室内機に適用してもよい。
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【符号の説明】
【００７０】
１…ドレン水排水機構
２…ドレン排水口
３…ドレン排水管
４…ドレンホース
６…排水管側継手部（継手部）
７…ドレン排水管
１０…室内機側継手部（継手部）
１１…Ｏリング（シール部材）
２０…第１継手部材
２１ａ…第１挿入部
２１ｂ…第２挿入部
２４Ｘ…係止孔
２４ａ…係止面
３０…第２継手部材
３１…横管
３２…縦管
３４Ｘ…係止部
３４ｂ…係止爪
４０…挿抜部
４１…係止機構
Ｄ１…第１内径
Ｄ２…第２内径
ＩＵ…室内機
【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図９】 【図１０】
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